
証券コード 2372
2022年６月13日

株 主 各 位
東京都千代田区富士見二丁目10番２号

株 式 会 社 ア イ ロ ム グ ル ー プ

代 表 取 締 役 社 長 森 豊 隆

第25回 定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第25回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。
なお、新型コロナウイルス感染症の集団感染のリスクがありますので、株主の皆さ

まには、健康状態に関わらず当日のご来場をお控えいただき、事前に議決権を行使く
ださいますようお願い申し上げます。

事前の議決権の行使は、郵送又はインターネット等により行えますので、議決権の
行使方法に関するご案内（２頁）をご高覧のうえ、お手数ながら後記の株主総会参考
書類をご検討いただき、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1． 開催日時 2022年６月28日（火曜日）午前10時

2. 開催場所 東京都千代田区隼町１番１号
ホテル グランドアーク半蔵門 ３階「華の間」
(会場へは末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照の上、ご来場ください。）

3． 目的事項

報告事項 1. 第25期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人
及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第25期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の配当の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）10名選任の件

第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第５号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以 上
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【議決権の行使方法に関するご案内】
1.書面による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年６月27日
（月曜日）午後６時までに到着するようご返送ください。

2.インターネットによる議決権行使の場合
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセ

スしていただき、画面の案内にしたがって、2022年６月27日（月曜日）午後６時まで
に議案に対する賛否をご入力ください。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。また、資

源節約のため、本招集ご通知をお持ちくださいますようお願い申し上げます。

インターネット等と郵送の両方で議決権を行使された場合は、インターネット等による議決権行使を有効なものといたします。

また、インターネット等による議決権行使が複数回行われた場合は、最後のインターネット等による議決権行使を有効なものとし

て取り扱いいたします。

添付書類及び株主総会参考書類に修正すべき事項が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただき

ます。また、本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、会社の新株予約権等に関する事項、会計監査人の状況、会社の体制及

び方針、連結株主資本等変動計算書、連結注記表、株主資本等変動計算書、個別注記表につきましては、法令及び定款第16条の規

定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知には添付しておりません。

当社ウェブサイト（https://www.iromgroup.co.jp）
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

決議事項

第１号議案 剰余金の配当の件

当期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案

いたしまして、次のとおりとさせていただきたいと存じます。

また、当社は2022年４月９日をもちまして創立25周年を迎えました。これもひ

とえに株主の皆様のご支援の賜物と厚く御礼申し上げます。つきましては、株主

の皆様に感謝の意を表するため、普通配当に加え記念配当を実施することとし、

次のとおりとさせていただきたいと存じます。

なお、当期の年間配当金は、先に実施しました中間配当金20円を含め、１株に

つき45円となります。

（１）配当財産の種類

金銭といたします。

（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき25円（うち、普通配当20円、記念配当５円）

総額 301,910,500円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日

2022年６月29日
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第２号議案 定款一部変更の件

１．変更の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書き

に規定する改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子

提供制度導入に備えるため、次のとおり当社定款を変更するものであります。

（１）変更案第16条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、

電子提供措置をとる旨を定めるものであります。

（２）変更案第16条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載す

る事項の範囲を限定するための規定を設けるものであります。

（３）株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款

第16条）は不要となるため、これを削除するものであります。

（４）上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであり

ます。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりです。

（下線は変更部分です。）

現行定款 変更定款案

第３章 株主総会

（株主総会参考書類等のインターネット

開示とみなし提供）

第16条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報

告、計算書類及び連結計算書類に

記載または表示をすべき事項に係

る情報を、法務省令に定めるとこ

ろに従いインターネットを利用す

る方法で開示することができる。

第３章 株主総会

（削除）
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現行定款 変更定款案

第３章 株主総会

（新設）

第３章 株主総会

（電子提供措置等）

第16条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容で

ある情報について、電子提供措置

をとるものとする。

② 当会社は、電子提供措置をとる

事項のうち法務省令で定めるもの

の全部または一部について、議決

権の基準日までに書面交付請求し

た株主に対して交付する書面に記

載しないことができる。

附 則

（新設）

附 則

（電子提供措置等に関する経過措置）

第２条 現行定款第16条（株主総会参考

書類等のインターネット開示とみ

なし提供）の削除及び変更案第16

条（電子提供措置等）の新設は、

会社法の一部を改正する法律（令

和元年法律第70号）附則第１条た

だし書きに規定する改正規定の施

行の日である2022年９月１日から

効力を生ずるものとする。

② 前項の規定にかかわらず、2022

年９月１日から６ヵ月以内の日を

株主総会の日とする株主総会につ

いては、現行定款第16条はなお効

力を有する。

③ 本附則は、2022年９月１日から

６ヵ月を経過した日または前項の

株主総会の日から３ヵ月を経過し

た日のいずれか遅い日後にこれを

削除する。
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第３号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）10名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員であるものを除く。）全員（９

名）が任期満了となります。つきましては、経営体制の見直しに伴い１名増員し、

取締役（監査等委員であるものを除く。）10名の選任をお願いするものでありま

す。

取締役（監査等委員であるものを除く。）候補者は、次のとおりです。

候補者
番号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

１
森
もり

豊隆
とよたか

(1958年12月21日)

1984年４月 バイエル薬品㈱入社 株

1989年４月 グレラン製薬㈱(現あす
か製薬㈱)入社

4,754,250

1997年４月 当社設立 代表取締役社長

2002年３月 ㈱アイロムメディック

(現㈱アイロムＰＭ)設立

代表取締役会長

2003年８月 同社代表取締役会長兼社長

2004年７月 当社代表取締役会長兼社長

2007年４月 代表取締役会長

2009年２月 最高顧問

2011年６月 ㈱アイロム代表取締役会長

2012年６月 当社代表取締役社長(現任)

2012年11月 ㈱アイロム代表取締役社
長(現任)

2014年６月 ディナベック㈱(現㈱ＩＤ

ファーマ)代表取締役会長

2019年６月 同社代表取締役社長(現任)

現在に至る

（重要な兼職）

㈱アイロム代表取締役社長

㈱ＩＤファーマ代表取締役社長
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候補者
番号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

２
渡
わたなべ きよし

辺 潔
(1958年４月12日)

1981年４月 ㈱太陽神戸銀行(現㈱三

井住友銀行)入行

株

2005年１月 当社入社

3,100

2005年４月 執行役員

2007年10月 アイロム製薬㈱監査役

2011年６月 当社取締役財経本部担当

2012年６月 取締役財務部担当

2013年６月 専務執行役員

2016年６月 常務執行役員

2018年６月 取締役(監査等委員)

2020年７月 取締役副社長金融情報管
理センター担当(現任)
現在に至る

３
原
はら

寿哉
と し や

(1970年５月１日)

1993年８月 グレラン製薬㈱(現あす
か製薬㈱)入社

16,600

1997年８月 当社入社

2002年６月 取締役臨床開発本部長

2004年７月 取締役副社長兼

臨床開発本部長

2006年４月 取締役副社長兼

ＳＭＯ事業本部長

2006年10月 ㈱アイロム代表取締役社長

2010年４月 同社顧問

2011年７月 同社取締役副社長

2012年６月 当社取締役

2013年６月 ㈱アイロム取締役

2016年６月 同社取締役副社長

2016年７月 当社取締役営業企画推進
本部担当

2021年６月 取締役副社長営業企画推
進本部担当(現任)

現在に至る
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候補者
番号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

４
犬
いぬ

飼
かい

広明
ひろあき

(1966年５月19日)

1989年４月 西松建設㈱入社 株

2010年６月 ㈱アイロム入社

9,000

2010年11月 当社入社 経営企画部長

2012年６月 取締役経理部担当

2012年６月 ㈱アイロムメディック

(現㈱アイロムＰＭ)取締役

2012年10月 当社取締役副社長経理部担当

2013年６月 ㈱アイロムメディック

(現㈱アイロムＰＭ)

代表取締役社長

2013年11月 当社取締役副社長経営統
括本部長

2015年７月 取締役経理本部長

2016年７月 取締役財務経理本部担当

2020年７月 取締役副社長経営管理セ
ンター担当(現任)

現在に至る

５
松
まつしま

島 正明
まさあき

(1964年12月23日)

1988年４月 グレラン製薬㈱(現あす
か製薬㈱)入社

14,500

1995年12月 菱洋エレクトロ㈱入社

1998年２月 当社入社

2000年５月 取締役

2006年10月 常務取締役
2009年６月 監査役

㈱アイロム監査役
2011年６月 同社代表取締役社長

2012年11月 同社代表取締役副社長

2013年６月 当社取締役副社長
2015年６月 取締役

㈱アイロム取締役
2016年６月 当社専務執行役員
2017年６月 取締役
2021年６月 専務取締役総合管理セン

ター担当(現任)
現在に至る
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候補者
番号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

６
朱
しゅ

亜峰
つぐみね

(1957年12月６日)

1989年４月 ㈱植物工学研究所特別研究員 株

1991年10月 科学技術庁新技術事業団
研究員

44,351

1996年４月 ㈱ディナベック研究所入社

1998年４月 同研究所主任研究員

グループリーダー

2004年４月 ディナベック㈱

(現㈱ＩＤファーマ)取締役

2006年７月 同社常務取締役

2014年６月 同社取締役社長

2016年７月 当社取締役副社長先端医
療事業開発本部担当

㈱ＩＤファーマ執行役員社長

2019年６月 同社取締役副社長

2021年６月 当社取締役先端医療事業
開発本部担当

2021年11月 取締役先端医療事業開発

本部担当兼アイセルバンク

事業推進本部担当(現任)

現在に至る

７
小
こじま しゅういち

島 修一
(1968年10月９日)

1993年４月 ㈱さくら銀行(現㈱三井
住友銀行)入行

4,800

2005年５月 当社入社
2008年８月 ㈱アイロムロハス監査役
2009年６月 当社取締役財経本部担当
2010年10月 ㈱アイロムメディック

(現㈱アイロムＰＭ)取締役
2011年６月 当社常務執行役員経営企

画部長
2012年６月 専務執行役員社長室長
2015年７月 専務執行役員経営企画本

部企画室長
2017年６月 執行役員ＣＥＯオフィス

企画管理グループ長
2019年７月 取締役社長室担当
2021年11月 取締役CEOオフィスセン

ター担当(現任)
現在に至る
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候補者
番号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

８
前
ま え だ と よ し

田 豊司
(1961年２月６日)

1983年４月 日興証券㈱(現SMBC日興
証券㈱)入社

株

1998年12月 同社新橋支店長

―

2007年２月 同社執行役員東京第三事
業法人本部長

2013年３月 日興アイ・アール㈱常務
取締役

2018年９月 同社代表取締役社長
2021年６月 当社社外取締役(現任)
2021年12月 ㈱東京一番フーズ社外取

締役(現任)
現在に至る

（重要な兼職）

㈱東京一番フーズ社外取締役

９
※蜷

になかわ

川 なおみ
(1970年６月15日)

1995年４月 グレラン製薬㈱(現あす
か製薬㈱)入社

5,760

1997年４月 当社入社
2005年４月 執行役員臨床開発本部副

本部長
2006年10月 ㈱アイロム取締役総合医

療企画本部長兼CRCオペ
レーションセンター長

2014年４月 同社常務執行役員プロジ
ェクトマネジメント室長

2015年７月 同社取締役ＳＭＯ事業本
部プロジェクトマネジメ
ント室担当

2019年７月 同社常務取締役信頼性保
証本部副本部長

2021年７月 同社取締役副社長クオリ
ティマネジメントセンタ
ー担当(現任)
現在に至る
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候補者
番号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

10
※小

こ ご ま み な こ

駒 皆子
(1956年６月22日)

1977年４月 ソニー企業㈱入社 株

1982年６月 ソニー・コーポレーショ

ン・オブ・アメリカ入社

―

1987年２月 ゴールドマン・サックス

証券会社入社

1993年10月 米 国 Goldman Sachs and

Co.転籍

1995年６月 ㈱マルチタスク・カンパニー

代表取締役社長(現任)

1990年10月 シミック㈱人事担当取締役

2001年３月 ㈱シミックBS代表取締役

2011年１月 ERT Limited日本代表

2013年１月 ERT Asia Group㈱代表取締役

2018年６月 当社社外取締役(監査等委員)

2020年７月 NEDO事業カタライザー(現任)

現在に至る

（重要な兼職）

㈱マルチタスク・カンパニー代表取締役社長
(注) １．※は新任の取締役候補者であります。

２．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．前田豊司氏及び小駒皆子氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は、前田豊司氏

を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
また、当社は、小駒皆子氏の選任が承認された場合、同氏を㈱東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。

４．森豊隆氏は、当社創業者として、先見性と強力なリーダーシップにより当社を含むグルー
プ各社を率いるとともに、企業経営・事業戦略に関する豊富な経験と知識により、積極的
に事業を展開し、当社グループの発展に貢献してまいりました。これらのことから、取締
役にふさわしいと判断し、選任をお願いするものであります。

５．渡辺潔氏は、当社における長年の財務及び経理業務の経験に加え、監査等委員である取締
役として経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行うなど、経営管理に関する専門
的な知識及び経験等を有していることから、取締役にふさわしいと判断し、選任をお願い
するものであります。

６．原寿哉氏は、長年にわたり当社グループの中核事業であるＳＭＯ事業を牽引し、臨床試験
支援分野の専門的な知識・経験により当社グループの発展に貢献してまいりました。今後
も当社グループのさらなる発展への寄与を期待できることから、取締役にふさわしいと判
断し、選任をお願いするものであります。

７．犬飼広明氏は、長年財務・経理の分野に携わり、専門的な知識・経験を有し、また財務経
理本部担当取締役として当社グループの経営の効率化を推進してまいりました。これらの
ことから、取締役にふさわしいと判断し、選任をお願いするものであります。

８．松島正明氏は、当社において取締役として総務・人事・管理部門に携わるとともに、当社
グループのリスクマネジメントやコンプライアンスの徹底に取り組むことで、事業の発展
を支えてまいりました。今後も当社グループのさらなる発展への寄与を期待できることか
ら、取締役にふさわしいと判断し、選任をお願いするものであります。

９．朱亜峰氏は、長年先端医療の分野に携わり、専門的な知識・経験により、当社グループが
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保有する遺伝子導入技術を用いた医薬品や製品の開発を牽引するとともに、グローバルな
事業展開を推進してまいりました。今後も当社グループのさらなる発展への寄与を期待で
きることから、取締役にふさわしいと判断し、選任をお願いするものであります。

10．小島修一氏は、当社の財務経理担当取締役に就任するなど、財務及び経理業務の経験を重
ねていることに加え、経営管理・機関運営等に関する専門的な知識及び経験等を有してい
ることから、取締役にふさわしいと判断し、選任をお願いするものであります。

11．前田豊司氏は、証券会社及びIRコンサルティング会社における長年の経験を通じて培われ
た金融及び企業IRに関する幅広い知識を有しているとともに、日興アイ・アール株式会社
の代表取締役社長を務められた経験による経営者としての豊富な見識をもとに、当社グル
ープの経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行っていただけることが期待される
ため、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、前田豊司氏が当社の社
外取締役に就任してからの在任期間は、本総会終結の時をもって１年であります。

12．蜷川なおみ氏は、当社グループの中核事業であるＳＭＯ事業におけるプロジェクト管理や
品質管理の経験に加え、教育研修の責任者としてCRCの育成に従事し、当社グループの発展
に貢献してまいりました。今後も当社グループのさらなる発展への寄与を期待できること
から、取締役にふさわしいと判断し、選任をお願いするものであります。

13．小駒皆子氏は、医療・ライフサイエンスの分野に精通していることに加え、組織開発を主
とした経営コンサルタントとしての経験や企業での取締役としての経験をもとに、実践的
かつ多角的な視点から、当社グループの経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行
っていただけることが期待されるため、社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。

14．当社は、前田豊司氏と、当社の定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当社の取締役の地位にある場合
には、当該契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度
額は、法令が定める額といたします。

15．当社は、小駒皆子氏の選任が承認された場合、当社の定款及び会社法第427条第１項の規定
に基づき、同氏と同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結予定でありま
す。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額といたします。

16．当社は、保険会社との間で取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結し
ており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追
及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されます。ただし、故意
又は重過失に起因して生じた当該損害は填補されない等の免責事由があります。各候補者
が取締役に就任した場合、当該保険契約の被保険者となります。次回更新時には同内容で
の更新を予定しております。なお、被保険者の保険料負担はありません。

17．所有する当社の株式の数は、2022年３月31日現在のものであります。
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第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役全員（３名）が任期満了と

なりますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。

本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりです。

候補者
番号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

１
桑
くわばら しゅうじ

原 秀次
(1968年９月15日)

1993年４月 グレラン製薬㈱（現あす
か製薬㈱）入社

株

1997年８月 当社入社

7,920

2002年６月 取締役大阪支店担当

2006年10月 ㈱アイロム取締役大阪支
店担当

2011年８月 同社執行役員臨床薬理・
業務支援本部品質管理室

2013年２月 同社執行役員信頼性保証
本部品質保証部

2019年９月 当社執行役員信頼性保証本部

2020年６月 取締役(監査等委員)(現任)

現在に至る

２
佐
さ さ き し ゅ う じ

々木 秀次
(1951年５月31日)

1976年11月 プライス・ウオーターハ
ウス会計事務所入所

―

1983年６月 青山監査法人入所

1993年７月 青山監査法人社員

1999年７月 青山監査法人代表社員

プライス・ウオーターハ
ウス パートナー

2000年４月 中央青山監査法人代表社員

プライスウォーターハウス

クーパース パートナー

2006年９月 あらた監査法人(現Ｐｗ
Ｃあらた有限責任監査法
人)代表社員

プライスウォーターハウス

クーパース パートナー

2010年６月 当社社外監査役

2016年６月 社外取締役(監査等委
員)(現任)

現在に至る
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候補者
番号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

３
髙
たかはし

橋 壮志
た け し

(1971年３月８日)

2000年10月 検事任官 株

2010年５月 弁護士登録

―

2011年５月 髙橋・谷澤法律事務所代表

2011年７月 ㈱勝光山鉱業所社外監査
役(現任)

㈱勝光山運輸社外監査役
(現任)

2013年１月 弁護士法人若狭・高橋法
律事務所共同代表

2017年７月 社会福祉法人嘉祥会評議
員(現任)

2018年６月 当社社外取締役(監査等
委員)(現任)

2018年12月 銀座高橋法律事務所代表
(現任)

2019年４月 ㈱アセッツブレイン社外
取締役(現任)

現在に至る

（重要な兼職）

銀座高橋法律事務所代表
(注) １．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．桑原秀次氏、佐々木秀次氏及び髙橋壮志氏の現在及び過去10年間の親会社等における地位
及び担当につきましては、「略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）」に記
載のとおりです。

３．佐々木秀次氏及び髙橋壮志氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は、両氏を㈱
東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．桑原秀次氏は、当社における支店の運営管理経験に加え、子会社において長年に渡り品質
管理・品質保証業務に従事し、クオリティマネジメント及びリスクマネジメントに精通し
ていることから、経営及び業務執行に対する適切な監督を行っていただけると判断し、選
任をお願いするものであります。

５．佐々木秀次氏は、公認会計士としての長年の経験を通じて培われた会計及び監査の専門家
としての幅広い知識と見識を有し、リスクマネジメントの動向に精通していることから、
当社グループの経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行っていただけることが期
待されるため、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、佐々木秀次氏
が当社の監査等委員である社外取締役に就任してからの在任期間は、本総会終結の時をも
って６年であります。

６．髙橋壮志氏は、元検事の弁護士として、企業に関わる様々な問題に関する豊富な経験と見
識を有するとともに、多数の企業の社外監査役及び社外取締役としての経験も有しており、
客観的かつ専門的な視点から、当社グループの経営への助言や業務執行に対する適切な監
督を行っていただけることが期待されるため、社外取締役として選任をお願いするもので
あります。なお、髙橋壮志氏が当社の監査等委員である社外取締役に就任してからの在任
期間は、本総会終結の時をもって４年であります。

７．当社は、佐々木秀次氏及び髙橋壮志氏と、当社の定款及び会社法第427条第１項の規定に基
づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当社の取締役の
地位にある場合には、当該契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害
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賠償責任の限度額は、法令が定める額といたします。
８．当社は、保険会社との間で取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結し

ており、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追
及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されます。ただし、故意
又は重過失に起因して生じた当該損害は填補されない等の免責事由があります。各候補者
が取締役に就任した場合、当該保険契約の被保険者となります。次回更新時には同内容で
の更新を予定しております。なお、被保険者の保険料負担はありません。

９．所有する当社の株式の数は、2022年３月31日現在のものであります。

【ご参考】取締役候補者の専門性と経験（スキルマトリックス）

企業経営 医薬・臨床開発
グローバルビジネス

マーケティング・営業

リアルエステート

施 設 管 理

財務・会計

ファイナンス
人事・労務

法務・リスク管理

コンプライアンス

CSR・ESG

サステナビリティ

森 豊 隆 ● ● ●

渡 辺 潔 ● ● ●

原 寿 哉 ● ● ●

犬 飼 広 明 ● ● ●

松 島 正 明 ● ● ●

朱 亜 峰 ● ● ●

小 島 修 一 ● ● ●

前 田 豊 司 ● ● ●

蜷川なおみ ● ● ●

小 駒 皆 子 ● ● ●

桑 原 秀 次 ● ● ●

佐々木秀次 ● ● ●

髙 橋 壮 志 ● ● ●
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第５号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、あ

らかじめ補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本選任の効力につきましては、その就任前に限り、監査等委員会の同意

を得て、取締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものといたしま

す。

また、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりです。

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

木
き む ら ま さ ゆ き

村 政之
(1947年４月18日)

1972年４月 厚生省(現厚生労働省 )入省 株
2002年９月 国民生活金融公庫 理事

―

2007年10月 同庫 副総裁
2008年10月 日本製薬団体連合会 理事長
2018年５月 同会 顧問
2018年８月 当社顧問(現任)

現在に至る
(注) １．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．木村政之氏は補欠の監査等委員である社外取締役であります。
３．木村政之氏は、厚生省及び厚生労働省における保健医療局企画課長、厚生労働省総括審議

官等を歴任された経験に加え、日本製薬団体連合会において長年に渡り医薬品工業の発展
に従事されていたことから、客観的かつ専門的な視点から当社グループの経営への助言や
業務執行に対する適切な監督を行っていただけることが期待されるため、補欠の監査等委
員である社外取締役として選任をお願いするものであります。

４．当社は、木村政之氏が監査等委員である取締役に就任した場合、当社の定款及び会社法第
427条第１項の規定に基づき、同氏と同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を
締結予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額
といたします。

以 上
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（添付書類）

事 業 報 告

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

1．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当社グループは、2016年５月に中長期的な成長シナリオを定め、2019年３月期よ

り中期計画として「飛躍」の達成に向けて、各事業における「変革と革新」及び

「人材教育の徹底」を推進することで、グループシナジーを最大化し、模倣困難な競

争優位性を確立することに取り組んでまいりました。

ＳＭＯ事業においては、ＳＭＯを発進とするCRC・CRAハイブリッド型総合臨床開

発支援企業への変革を推進するとともに、医薬品の開発動向の変化を見据えて専門

医療センターや大学病院等の基幹病院との提携を拡大し、様々な疾患・領域やクリ

ニック・専門病院などあらゆる環境に対応可能なCRCの育成に取り組んでまいりまし

た。

ＣＲＯ事業においては、海外事業を本格化させ、その拡大を図るとともに、国内

では再生医療や先端医療開発支援のＣＲＯへの変革を推進し、ＳＭＯ事業及び先端

医療事業とのグループシナジーを活かした総合的な医薬品開発の支援体制の構築に

取り組んでまいりました。

先端医療事業においては、基盤技術であるセンダイウイルスベクターを用いた先

端医療の実用化や治験国内管理人（ICCC：In-Country Clinical Caretaker）サービ

スによる日本における先端医療開発の促進に取り組むとともに、iPS細胞培養上清液

を化粧品原料として使用した製品の開発やOEM（受託製造）の推進など、より多くの

人がより身近に最先端の技術を利用することができる製品の研究・開発・製造に取

り組んでまいりました。

メディカルサポート事業においては、クリニックモールの運営による安定した収

益を確保するとともに、グループ各社の施設整備支援を行うことで、各事業の推

進・拡大のサポートに取り組んでまいりました。

また、グループ戦略として、ＳＭＯ事業及びＣＲＯ事業の拡大により創出される

資金を原資として、先端医療事業における医薬品や先端医療技術の開発、メディカ

ルサポート事業のノウハウを活かした各事業のさらなる拡大のための設備投資等を

進めてまいりました。
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当連結会計年度においては、ＳＭＯ事業において基幹病院との提携が拡大し、が

ん領域の試験の受託が増加するとともに、新規に受託した大型案件が順調に進捗し

たことにより大きく業績に寄与いたしました。また、海外のＣＲＯ事業において、

米国及びアジア地域の製薬企業からの新規試験の受託が堅調に推移するとともに、

国内の臨床試験実施施設においても新規試験の受託が拡大しました。

ＳＭＯ事業及びＣＲＯ事業の業績が伸長したことにより、当連結会計年度におけ

る売上高は過去最高となり、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する当期純

利益もそれぞれ過去最高益となりました。

また、先端医療事業においては、基盤技術であるセンダイウイルスベクターを用

いたCOVID-19（新型コロナウイルス感染症）ワクチンの開発を推進し、国内初とな

る経鼻接種によるウイルスベクターワクチンの実用化を目指して臨床試験の実施に

向けた準備を進めています。また、iPS細胞培養上清液を化粧品原料として使用した

「iPSスーパーネイタントアプリケーション」の販売が堅調に推移するとともに、OEM

（受託製造）の受託拡大にも取り組んでいます。

その結果、売上高は15,693百万円（前年同期比21.6％増）、営業利益は2,764百万

円（前年同期比158.8％増）、経常利益は2,562百万円（前年同期比89.5％増）、親会

社株主に帰属する当期純利益は1,961百万円（前年同期比42.8％増)となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

① ＳＭＯ事業

当セグメントにおきましては、引き続き医薬品開発における疾患領域がアンメッ

ト・メディカル・ニーズの高いがんや難治性疾患等にシフトしているため、専門医

療センターや大学病院等の基幹病院との提携を広げております。また、がんや難治

性疾患等の試験と比較して相対的に１試験あたりの規模が大きい生活習慣病等のプ

ライマリー領域の試験の受託も推進しており、当連結会計年度においては、新たに

受託した大型案件が開始し順調に進捗したことにより業績が大きく伸長いたしまし

た。

また、医薬品・医療機器等の開発はグローバル化や開発期間の短縮化が進むとと

もに、開発手法の変化により、臨床試験に対するニーズの多様化が続いています。

当社グループのＳＭＯ事業では、医薬品開発を取り巻く環境の変化及び複雑化・高

度化する臨床試験に迅速かつ柔軟に対応するため、より一層の人材教育の徹底を図

っています。さらに、当社グループにおいて、治験情報統合管理プラットフォーム

「aSBo Cloud System」を開発し、医薬品開発の生産性、効率性、透明性の向上に取

り組むなど、医薬品開発環境のさらなる発展を目指して事業を推進しています。

その結果、売上高は8,979百万円（前年同期比49.5％増）、営業利益は4,083百万円

（前年同期比105.5％増）となりました。
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② ＣＲＯ事業

当セグメントにおきましては、日本・オーストラリア両国にて保有する臨床試験

実施施設において、欧米や日本を含むアジア・オセアニア地域の製薬企業等の早期

段階の医薬品開発を支援しています。また、国内において、医師主導治験や臨床研

究の支援、企業主導治験のモニタリング等の開発業務の支援を行っています。

海外においては、米国及びアジア地域の製薬企業からの新規試験の受託が堅調に

推移し、業績が伸長いたしました。

国内においては、統計解析分野の強みをさらに強化するための体制整備を推進し、

医師主導治験を中心とした新規試験の受託が拡大しました。また、国内の臨床試験

実施施設においても新規試験の受託が拡大し、業績が伸長いたしました。

その結果、売上高は4,815百万円（前年同期比49.7％増）、営業利益は378百万円

（前年同期比339.8％増)となりました。

③ 先端医療事業

当セグメントにおきましては、COVID-19ワクチンの開発において、国内初となる

経鼻接種によるウイルスベクターワクチンの実用化を目指し、臨床試験の実施に向

けた準備を進めています。虚血肢治療製剤（DVC1-0101）の開発においては、実施し

ていた医師主導治験が終了し、試験結果の解析を行っています。

また、iPS細胞培養上清液を化粧品原料として使用した「iPSスーパーネイタント

アプリケーション」の販売が堅調に推移するとともに、OEM（受託製造）の受託拡大

を推進しています。

一方で、COVID-19ワクチンをはじめとする研究開発に注力し、その経費が増加し

ています。

その結果、売上高は858百万円（前年同期比19.1％減）、営業損失は439百万円（前

年同期は営業利益11百万円）となりました。

④ メディカルサポート事業

当セグメントにおきましては、開発事業者や不動産会社などと連携して、駅から

のアクセスや地域の医療機関の需要など、様々な条件を満たす主に新築の物件を厳

選してクリニックモールを開設しています。また、クリニックモールでの開業を検

討する医師に対して開業支援を手がけるとともに、開業後の医療機関に臨床試験を

紹介するなどその経営を多角的に支援しており、収益は堅調に推移しています。

その結果、前連結会計年度に不動産取引による売上及び利益を計上していること

から、売上高は1,024百万円（前年同期比60.7％減）、営業利益は221百万円（前年同

期比31.2％減）となりました。
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⑤ その他

その他の事業におきましては、上記以外の事業等により、売上高は15百万円（前

年同期比16.1％減）、営業損失は40百万円（前年同期は営業利益42百万円）となりま

した。
（注）売上高は外部取引のみの合計であり、セグメントの営業利益は、セグメント間の内部取引によ

る利益を含んだ合計であります。

(2) 設備投資等の状況

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資等の総額は、2,832百万円

で、その内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円)

ＣＲＯ 先端医療
メディカル
サポート

その他 全社 総額

投資金額 862 24 1,927 11 5 2,832

(3) 資金調達の状況

当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達と設備投資のため、８

金融機関と総額8,100百万円のシンジケートローンを締結しております。なお、当連

結会計年度末における当該借入残高は「1．企業集団の現況に関する事項 (10) 主要

な借入先」をご参照ください。

(4) 対処すべき課題

①全社的課題

１）収益力の向上

当社グループは、新しい医薬品・医療技術の発展に貢献すべく、遺伝子治療や

再生医療といった先端医療分野における自社開発や受託製造、開発支援等に注力

していますが、先端医療事業において安定した収益を確保するには相応の時間が

かかるものと考えており、ＳＭＯ事業・ＣＲＯ事業・メディカルサポート事業で

の、収益力の向上が課題となります。これについては、ＳＭＯ事業において、開

発ニーズの高い領域をターゲットに案件の獲得に努めるとともに、支援内容に応

じた適切な受託単価の設定や人的資源の適正配置により収益及び利益の向上を図

ります。ＣＲＯ事業においては、海外及び国内における早期臨床試験の受託拡大

に努めるとともに、アカデミアや再生医療等製品の新規臨床試験の受託を拡大す

るための取り組みを強化します。また、メディカルサポート事業において、クリ

ニックモール事業における運営施設の収益性の向上を図ります。先端医療事業に

おいては、iPS細胞作製キットの販売やiPS細胞を作製する技術の特許実施許諾に

関わるライセンス事業の推進による収益確保に加え、iPS細胞培養上清液を原料に
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用いた化粧品の販売及び一般用医薬品、医薬部外品等の販売を行うEC事業により、

収益及び利益の拡大を図ります。さらに、当社グループの優れた遺伝子導入技術

を用いた遺伝子治療製剤や遺伝子編集技術など、新たな医薬品・再生医療等製品

の創出に努めるとともに、主要パイプラインの早期ライセンスアウトを目指しま

す。

２）資金調達

当社グループでは、人材の確保や研究開発等のための継続的な投資を行ってお

ります。これらの投資は今後の成長のために必要なものと考えています。製薬企

業等との共同研究による開発資金の確保や金融機関・資本市場等を通じた資金調

達の可能性を必要に応じて検討してまいります。

３）内部管理体制の整備

当社グループは従来から、取締役に対する監督機能の強化並びに経営の透明性

の向上等、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでおり、意思決定の透明

性・迅速性を高めるべく内部管理体制の整備を行っています。また、当社グルー

プはM&A等により業容拡大を図っており、新たにグループ化した関係会社等と理念

やビジョン等を共有し、人材・組織・インフラ等の統合を含む実質的な経営統合

を早期に実現することが重要となっています。そのような中、関係会社等の業務

の適正を確保するため、関係会社管理規程を定めています。さらに、定期的に業

務、業績及びその他重要な事項に関する報告を求めるとともに、業務又は業績に

重要な影響を及ぼし得る事項については、当社の事前承認を必要とする体制を確

保することで、関係会社等の経営内容を的確に把握し、管理する内部環境整備に

努めております。

４）業務品質の確保

医薬品開発を取り巻く環境は日進月歩で変化し、再生医療をはじめとした新技

術の開発の増加や開発のグローバル化、開発期間の短縮化、並びに開発手法の変

化等により、臨床試験に対するニーズも多様化してきています。また、そのよう

な変化に伴い、倫理性・科学性・信頼性等の品質に係る関連法規制も複雑化・厳

格化してきています。当社グループでは、創業以来、品質を確保するためのプロ

セス構築と管理を重視しています。プロセスを可視化し、常に検証・改善すると

ともに、グループ内の業務手順を統一することで、高いレベルでの品質の標準化

と迅速な試験実施支援に努めております。

５）人材の確保

ＳＭＯ事業におけるCRC・SMA（治験事務局担当者）やＣＲＯ事業におけるCRA
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（臨床開発モニター）・DM（データマネージャー）、先端医療事業における研究開

発・ベクター製造・細胞培養加工等の人材等、各事業の成長に適した人材の確保

が必要となっています。当社グループでは、人材の採用及び人材育成を重要な課

題と考え取り組んでおります。

②セグメント別課題

１）ＳＭＯ事業

（ａ）医療機関との提携拡大

ＳＭＯ事業においては、製薬企業の医薬品開発動向に合わせた、医療機関の

確保が重要な要素となります。医薬品の開発ニーズの高い領域として、がんや

難治性疾患を対象とした臨床試験が増加しているため、その実施が可能な医療

機関との提携拡大を推進しております。

（ｂ）高品質なサービスの提供と適正な価格適用の継続

提供するサービスの充実・高品質化を図るため、人材教育の徹底を行ってい

くとともに、サービスに見合った適正な価格を適用するべく営業活動を推進し

ております。

２）ＣＲＯ事業

（ａ）臨床試験実施施設における業務品質の継続的な向上

医療業界では難治性疾患領域や再生医療等の医薬品開発が増加しており、医

薬品開発に係る業務は高度化するとともに、高い業務品質が求められています。

そのため、早期臨床試験を中心とした臨床試験の実施を受託している当社グル

ープの臨床試験実施施設においては、医薬品開発を取り巻く環境の変化や関連

法規制の制定・改正等に迅速に対応し、業務品質を継続的に向上することが必

要となります。当社グループが保有する臨床試験実施施設においては、QMS

（Quality Management System）年間計画の見直しやSOP（Standard Operating

Procedures）の改訂・新設等を積極的に進めるとともに、品質管理委員会等の

品質に関わる複数の委員会を設置することであらゆる角度から品質の継続的改

善に努めております。

（ｂ）先端医療製品の臨床試験支援の拡大

国内においては、製薬企業やバイオベンチャー、大学等による再生医療等製

品をはじめとした先端医療製品の開発が増加傾向にあり、そのような医薬品開

発における臨床試験支援を拡大することがＣＲＯ事業の収益向上の重要な要素

となると考えております。当社グループのＣＲＯ事業においては、ＳＭＯ事業

が保有する大学病院等の医療機関ネットワークや先端医療事業が推進する治験

国内管理人サービスと連携し、先端医療製品に係る臨床試験支援の拡大を推進
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してまいります。

３）先端医療事業

（ａ）医薬品・再生医療等製品の候補品の確保

先端医療事業においては既存の研究開発のみならず、今後の事業の継続・成

長のために医薬品・再生医療等製品の新たな候補品を確保することが必要です。

当社グループでは、中長期的な成長を目指して製品の候補品の創出に取り組み

ます。そのために、当社グループの基盤技術であるセンダイウイルスベクター

やサル免疫不全ウイルスベクターにどのような治療用遺伝子を搭載するのかに

ついて世界中の有力な研究成果情報を収集し、またその専門家と多くの検討機

会を得ることが重要です。当社グループでは、すでに国内外の複数の有力な研

究機関との提携や共同研究を実施しており、お互いの保有する技術や知見、ネ

ットワーク等を活用した研究・開発を進めております。そのような優れた研究

機関と積極的に連携することで医薬品や再生医療等製品の候補品の確保に努め

てまいります。

（ｂ）医薬品・再生医療等製品の候補品開発の推進

当社グループは現在、新型コロナウイルスに対する新規ワクチンや虚血肢治

療製剤など、複数の医薬候補品を保有しています。当社グループでは、ＳＭ

Ｏ・ＣＲＯ事業等で培った臨床試験に関する知見や国内外ネットワーク等を活

用して、医薬品・再生医療等製品の候補品の迅速な開発を推進してまいります。

（ｃ）GMPベクター製造施設・CPCにおける受託製造

当社グループはGMPベクター製造施設・CPCにおいて、臨床用ベクターや臨床

試験に用いられる遺伝子治療製剤の製造や、医療機関において免疫療法等に用

いられる細胞の培養加工等を行っています。受託製造は堅調に推移しておりま

すが、先端医療事業のさらなる収益向上に貢献するよう、引き続き積極的に案

件を受託し、製造実績を積み重ねてまいります。

（ｄ）ライセンス活動の強化

当社グループではこれまでに、iPS細胞作製技術について大手製薬企業に対す

る技術実施を許諾した実績があります。このように当社グループの技術利用可

能性を高めるライセンス活動は、開発等の活動の成果として得られるマイルス

トーンや市販後の売上に応じて得られるロイヤリティといった中長期的な収益

を確保する可能性を広げることから先端医療分野の成長に欠かせないものであ

ります。従いまして今後も企業や研究機関等に対して、基盤技術であるセンダ

イウイルスベクターを用いたiPS細胞・分化細胞を作製する技術や遺伝子改変キ
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ットを用いた遺伝子編集技術等のライセンス活動を積極的に推進するとともに、

当社が開発を進める遺伝子治療製剤等の主要パイプラインの早期ライセンスア

ウトに向けた取り組みを進めてまいります。

（ｅ）特許戦略の強化

先端医療技術については特許の確保が極めて重要であり、当社グループでは

その対応を進めています。成長性の高い領域の特許を戦略的に取得するととも

に、特に基盤技術については特許期間満了に対応するため関連した技術改良と

その特許取得を行ってまいります。

（ｆ）先端医療技術の応用

当社グループが保有する先端医療技術を製品化することが収益向上の重要な

要素であります。当社グループでは、先端医療技術を医療だけでなく健康や美

容に応用することで、オリジナルブランド化粧品等の開発及び販売を推進して

います。

（ｇ）取扱商品の拡充

一般用医薬品や医薬部外品、化粧品等の販売を行うEC事業（Electronic

Commerce、電子商取引）については、顧客のニーズに応じた取扱商品の拡充が

収益向上の重要な要素であります。当社グループでは商品の自社開発を行うと

ともに、提携企業の拡大を進めてまいります。

４）メディカルサポート事業

（ａ）新規施設の整備と円滑な管理・運営

メディカルサポート事業では、クリニックモール事業における医療機関等の

施設管理やグループ各社の施設整備・管理等を行っており、新規施設の適切か

つ迅速な整備、及び円滑な管理・運営がメディカルサポート事業の収益向上と

グループ各事業の積極的な事業展開に繋がるものと考えています。
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(5) 企業集団の財産及び損益の状況の推移

期 別
区 分

第 22 期
自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

第 23 期
自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

第 24 期
自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

第25期(当連結会計年度)
自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売 上 高 （百万円) 10,578 10,593 12,906 15,693

経 常 利 益 （百万円) 1,186 1,149 1,352 2,562

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

（百万円) 912 1,236 1,373 1,961

１株当たり当期純利益 (円) 78.31 105.82 114.30 162.50

総 資 産 （百万円) 13,514 15,105 20,889 26,588

純 資 産 （百万円) 6,064 7,167 8,712 10,162
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社等との取引に関する事項

該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

㈱アイロム 50百万円 100.0％ ＳＭＯ事業

㈱アイロムＣＳ 30百万円 100.0％ ＳＭＯ事業

㈱アイロムＥＣ 35百万円 100.0％ ＳＭＯ事業

㈱アイクロス 50百万円 100.0％ ＣＲＯ事業

CMAX CLINICAL RESEARCH PTY LTD －百万円
100.0％

（100.0％）
ＣＲＯ事業

㈱ＩＤファーマ 30百万円 100.0％ 先端医療事業

㈱ICELLEAP 20百万円 100.0％ 先端医療事業

㈱アイロムＰＭ 11百万円 100.0％ メディカルサポート事業

(注)「議決権比率」欄の（ ）につきましては、間接所有割合であります。
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(7) 企業集団の主要な事業内容

①ＳＭＯ事業

ＳＭＯは、臨床試験の実施に係る業務の一部を実施医療機関から受託し、代行及

び支援する治験施設支援機関として位置づけられております。当社グループでは、

ＣＲＯ事業との連携により、医薬品等に関する臨床試験計画の立案及び医療機関/治

験責任医師の選定段階から関与し、第Ⅰ相から第Ⅳ相にいたる臨床試験の実施に係

る支援業務を包括的に受託し、ＳＭＯ業務を提供しております。臨床試験は、倫理

性、科学性及び信頼性の確保が必要なことから、GCP（Good Clinical Practice、医

薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令）、治験実施計画書（Protocol）及びSOP

（Standard Operating Procedure、標準業務手順書）等の厳格なルールに基づいて実

施されます。

②ＣＲＯ事業

日本及びオーストラリアにて保有する臨床試験実施施設において、早期臨床試験

を実施し、国内外の製薬企業等のグローバル開発を支援しています。また、国内に

おいて、企業主導の臨床試験支援を行うとともに、アカデミアを中心に再生医療等

製品や難治性疾患等の医師主導治験・臨床研究の支援を行っております。

③先端医療事業

高性能かつ安全性の高いベクター技術を用いて、遺伝子治療製剤の開発及びiPS細

胞関連技術等を基盤とした再生医療領域における研究開発と事業化を行うとともに、

医薬品製造受託機関として、臨床用ベクター・遺伝子治療製剤・再生医療等製品な

どの受託製造を行っております。また、化粧品等の製品開発や製造販売並びに受託

製造等のサービスの提供、及び一般用医薬品、医薬部外品等の販売を行うEC事業を

行っております。

④メディカルサポート事業

クリニックモールの設置及び賃貸等やそれに付随する業務、医業コンサルティン

グ等、医業経営を全般的かつ包括的に支援する事業を主として行っております。

⑤その他

上記以外の事業を行っております。
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(8) 企業集団の主要拠点等

主な事業 社 名 事 業 所 及 び 工 場

本社機能 当社 本社（東京都千代田区）

ＳＭＯ

㈱アイロム

本社（東京都千代田区）
オフィス

（北海道札幌市、岩手県盛岡市、

宮城県仙台市、愛知県名古屋市、

大阪府大阪市、福岡県福岡市）

㈱アイロムＣＳ

本社（福岡県福岡市）
オフィス
（岡山県岡山市、高知県高知市、
大分県大分市、沖縄県国頭郡）

㈱アイロムＥＣ

本社（愛知県名古屋市）
オフィス
（東京都千代田区、茨城県水戸市、

長野県松本市、大阪府大阪市）

ＣＲＯ
㈱アイクロス 本社（福岡県福岡市）

CMAX CLINICAL
RESEARCH PTY LTD

本社（豪州アデレード市）

先端医療

㈱ＩＤファーマ
本社（東京都千代田区）
研究開発センター（茨城県つくば市）

㈱ICELLEAP
本社（北海道芦別市）
オフィス（東京都千代田区）

メディカルサポート ㈱アイロムＰＭ 本社（東京都千代田区）

(9) 従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

789名 21名減

(注) １．従業員数は就業人員であります。
２．臨時従業員数は、期中平均192名であり、従業員数には含まれておりません。
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(10) 主要な借入先

借入先 借入金残高

シンジケートローン 5,549百万円

株式会社関西みらい銀行 1,399百万円

株式会社りそな銀行 1,200百万円

株式会社みずほ銀行 1,000百万円

株式会社西日本シティ銀行 793百万円

株式会社国際協力銀行 600百万円

株式会社東日本銀行 406百万円

Daiwa Capital Markets Singapore LTD 374百万円

(注)１．借入残高が300百万円以上の金融機関を記載しております。
２．シンジケートローンは、複数の金融機関の協調融資によるものであります。

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数

37,281,680 株

(2) 発行済株式総数

12,306,665 株 （自己株式 230,245 株を含む）

(3) 株主数

12,494 名

(4) 大株主

株主名 持株数 持株比率

株 ％

森 豊隆 4,754,250 39.37

森 利恵 825,000 6.83

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 775,200 6.42

三菱UFJモルガン・スタンレー証券㈱ 234,900 1.95

㈱日本カストディ銀行（信託口） 114,100 0.94

渡邉 定雄 91,500 0.76

森 龍介 75,000 0.62

櫻井 裕子 72,900 0.60

楽天証券㈱ 70,300 0.58

GMOクリック証券㈱ 56,800 0.47

（注）持株比率は、自己株式（230,245株)を控除して計算しております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.iromgroup.co.jp）に掲載しております。
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4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役の状況（2022年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 森 豊 隆
㈱アイロム代表取締役社長
㈱ＩＤファーマ代表取締役社長

取締役副社長 渡 辺 潔 金融情報管理センター担当

取締役副社長 原 寿 哉
営業企画推進本部担当
アイセルバンク事業推進本部管掌

取締役副社長 犬 飼 広 明 経営管理センター担当

専 務 取 締 役 松 島 正 明 総合管理センター担当

取 締 役 朱 亜 峰
先端医療事業開発本部担当
アイセルバンク事業推進本部担当
CEOオフィスセンター管掌

取 締 役 深 瀬 広 幸 CMOオフィス担当

取 締 役 小 島 修 一 CEOオフィスセンター担当

取 締 役 前 田 豊 司 ㈱東京一番フーズ社外取締役

取 締 役
（監査等委員）

桑 原 秀 次 ―

取 締 役
（監査等委員）

佐々木 秀 次 ―

取 締 役
（監査等委員）

髙 橋 壮 志 銀座高橋法律事務所代表

(注) １．取締役のうち、前田豊司氏、佐々木秀次氏及び髙橋壮志氏は、会社法第２条第15号に定め
る社外取締役であります。

２．当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員を除く）から情報収
集及び重要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との充分な連
携を可能にするため、桑原秀次氏を常勤の監査等委員として選定しております。

３．監査等委員佐々木秀次氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有するものであります。

４．監査等委員髙橋壮志氏は、弁護士の資格及び多数の企業の社外監査役及び社外取締役とし
ての経験を有しており、企業経営に関する相当程度の知見を有するものであります。

５．㈱アイロム及び㈱ＩＤファーマは当社の100％子会社であります。
６．当社と㈱東京一番フーズ及び銀座高橋法律事務所とは特別な関係はありません。
７．当社は、取締役の前田豊司氏及び監査等委員である取締役の佐々木秀次氏並びに髙橋壮志

氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し同取引所に届け出ております。
８．2021年６月28日開催の第24回定時株主総会終結の時をもって、加藤親明氏及び椿敦氏は、

任期満了により退任いたしました。
９．2021年６月28日開催の第24回定時株主総会において新たに前田豊司氏が取締役に選任され、

就任いたしました。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は各社外取締役との間で、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約

を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は会社法第425条第１項に定め

る額を責任の限度としております。

(3) 当事業年度に係る取締役の報酬等の額

区 分 支給人員（名） 報酬等の総額（百万円）

取締役（監査等委員を除く） 11 183

（うち社外取締役） (１) (１)

取締役（監査等委員） ３ 12

（うち社外取締役） (２) (３)

合 計

（うち社外役員）

14

(３)

196

(５)

(注) １．監査等委員を除く取締役の報酬限度額は、2016年６月28日開催の第19回定時株主総会にお
いて年額５億円以内（うち社外取締役分は年額5,000万円以内）と決議いただいておりま
す。なお、当該決議時の取締役は８名（うち社外取締役３名）です。

２．監査等委員である取締役の報酬限度額は、2016年６月28日開催の第19回定時株主総会にお
いて年額１億円以内と決議いただいております。なお、当該決議時の監査役（第19回定時
株主総会をもって監査等委員会設置会社に移行したため決議時は監査役会設置会社）は３
名（うち社外監査役３名）です。

３．取締役会において、取締役の報酬等の額は、職責・職位及び経営への貢献度・経営内容を
勘案し決定すること、そしてこれらの貢献度・経営内容の評価は代表取締役が行うことが
適切であると判断し、取締役会にて代表取締役に取締役の個別報酬額の決定を一任するこ
とを決定しております。当事業年度における当社の役員の報酬等の額の決定については、
取締役会において、株主総会で決議された報酬限度の範囲内で、代表取締役社長森豊隆に
一任することを決議しております。代表取締役社長森豊隆は、各取締役の職責・職位に応
じた業務執行計画及び報告、並びに経営への貢献度等を総合的に評価し、人事担当役員・
監査等委員と協議の上決定するようにしており、役員報酬決定の客観性の確保に努めてい
ることから、その内容は決定方針に沿うものであると判断しております。なお、当該事業
年度における報酬は金銭による定額報酬のみであります。

４．当事業年度末現在の人員は、監査等委員を除く取締役９名（うち社外取締役１名）、監査等
委員である取締役３名（うち社外取締役２名）であります。上記の支給人員と相違してい
るのは、2021年６月28日開催の第24回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名
を含んでいるためであります。

(4) 社外役員に関する事項

当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 活動状況

取 締 役 前 田 豊 司

当事業年度に開催した13回の取締役会全てに出
席し、主に金融及び企業IRに関する豊富な経験と
知識に基づく専門的見地から、各議案及び審議等
につき、論点、疑問点を明らかにするため適宜質
問するとともに、企業価値向上に資する意見及び
提言を行うなど、活発に意見を述べ、また、必要
な助言を行っております。
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区分 氏名 活動状況

取 締 役
(監査等委員)

佐 々 木 秀 次

当事業年度に開催した13回の取締役会全てに出
席し、主に公認会計士としての専門的見地から、
各議案及び審議等につき、論点、疑問点を明らか
にするため適宜質問するとともに、事業の状況と
業績について意見及び提言を行うなど、活発に意
見を述べ、また、必要な助言を行っております。
また、当事業年度に開催した監査等委員会12回全
てに出席しており、監査結果に関する意見交換及
び監査に関する重要事項の協議等を行っておりま
す。

取 締 役
(監査等委員)

髙 橋 壮 志

当事業年度に開催された13回の取締役会全てに
出席し、主に弁護士としての専門的見地から、各
議案及び審議等につき、論点、疑問点を明らかに
するため適宜質問するとともに、事業進捗と従業
員の状況について意見及び提言を行うなど、活発
に意見を述べ、また、必要な助言を行っておりま
す。また、当事業年度に開催された監査等委員会
12回全てに出席しており、監査結果に関する意見
交換及び監査に関する重要事項の協議等を行って
おります。

(5) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、取締役（監査等委員を除く）、監査等委員である取締役、執行役員及び

管理監督者である従業員並びに子会社の取締役、執行役員及び管理監督者である
従業員を被保険者として、役員等賠償責任保険契約を締結しております。

保険料は特約部分も含め当社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料
負担はありません。
当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関して責任を負

うこと、又は、当該責任の追求に係る請求を受けることによって生ずることのあ
る損害について填補することとされています。ただし、法令違反の行為であるこ
とを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責
事由があります。
当該保険契約には免責額を設けており、当該免責額までの損害については填補

の対象としないこととされています。

5. 会計監査人の状況
法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.iromgroup.co.jp）に掲載しております。

6. 会社の体制及び方針
法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.iromgroup.co.jp）に掲載しております。

本事業報告の記載数字は、単位表示未満を切り捨て、比率その他については四捨五入
しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2022年３月31日現在）

（単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

販 売 用 不 動 産

仕 掛 品

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建物及び構築物

工具、器具及び備品

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

13,136

6,400

2,846

277

312

1,535

502

785

718

△242

13,452

7,975

6,470

466

331

209

496

1,128

1,053

75

4,348

2,446

547

1,008

174

178

△6

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債 7,435

買 掛 金 251

短 期 借 入 金 3,650

1年内返済予定の長期借入金 1,329

未 払 法 人 税 等 356

契 約 負 債 356

前 受 金 86

リ ー ス 債 務 147

そ の 他 1,257

固 定 負 債 8,991

長 期 借 入 金 7,200

繰 延 税 金 負 債 1

資 産 除 去 債 務 149

預 り 保 証 金 352

退職給付に係る負債 172

リ ー ス 債 務 1,067

そ の 他 46

負 債 合 計 16,426

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 10,021

資 本 金 3,879

資 本 剰 余 金 1,466

利 益 剰 余 金 5,099

自 己 株 式 △423

その他の包括利益累計額 107

その他有価証券評価差額金 68

為替換算調整勘定 38

新 株 予 約 権 17

非支配株主持分 16

純 資 産 合 計 10,162

資 産 合 計 26,588 負債及び純資産合計 26,588
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連 結 損 益 計 算 書

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

（単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 15,693

売 上 原 価 8,453

売 上 総 利 益 7,239

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,474

営 業 利 益 2,764

営 業 外 収 益

受 取 利 息 13

受 取 配 当 金 7

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 4

為 替 差 益 204

投 資 有 価 証 券 売 却 益 202

そ の 他 71 504

営 業 外 費 用

支 払 利 息 103

有 価 証 券 運 用 損 84

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 234

支 払 手 数 料 179

そ の 他 104 706

経 常 利 益 2,562

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 28

そ の 他 0 28

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4

そ の 他 0 4

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,586

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 553

法 人 税 等 調 整 額 77 630

当 期 純 利 益 1,955

非支配株主に帰属する当期純損失 5

親会社株主に帰属する当期純利益 1,961

連結株主資本等変動計算書
連結注記表

法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.iromgroup.co.jp）に掲載しております。
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貸 借 対 照 表

(2022年３月31日現在)

（単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産

預 金

関係会社売掛金

関係会社未収入金

短 期 貸 付 金

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

敷 金 ・ 保 証 金

そ の 他

7,907

2,629

1,257

400

273

3,145

238

△37

7,610

308

24

273

9

5

5

0

7,296

918

4,051

324

1,611

18

320

51

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債 5,625
短 期 借 入 金 3,763

1年内返済予定の長期借入金 839

未 払 金 561

未 払 法 人 税 等 289

そ の 他 170

固 定 負 債 1,647

長 期 借 入 金 1,615

資 産 除 去 債 務 30

そ の 他 0

負 債 合 計 7,273

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 8,165

資 本 金 3,879

資 本 剰 余 金 1,939

資 本 準 備 金 1,939

その他資本剰余金 0

利 益 剰 余 金 2,770

その他利益剰余金 2,770

繰越利益剰余金 2,770

自 己 株 式 △423

評価・換算差額等 62

その他有価証券評価差額金 62

新 株 予 約 権 17

純 資 産 合 計 8,245

資 産 合 計 15,518 負債及び純資産合計 15,518
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損 益 計 算 書

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

（単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 3,046

売 上 原 価 166

売 上 総 利 益 2,880

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,361

営 業 利 益 1,518

営 業 外 収 益

受 取 利 息 67

為 替 差 益 84

投 資 有 価 証 券 売 却 益 183

そ の 他 38 373

営 業 外 費 用

支 払 利 息 29

有 価 証 券 売 却 損 48

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 37

支 払 手 数 料 162

雑 損 失 38 315

経 常 利 益 1,576

特 別 利 益

そ の 他 0 0

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 1,576

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 488

法 人 税 等 調 整 額 △30 457

当 期 純 利 益 1,118

株主資本等変動計算書

個別注記表

法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.iromgroup.co.jp）に掲載しております。
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連結計算書類に係る監査報告書

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2022年５月23日

株式会社アイロムグループ
取 締 役 会 御中

監査法人アヴァンティア

東京都千代田区
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 木 村 直 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 藤 田 憲 三

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 金 井 政 直

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アイロムグループ

の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表

について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社アイロムグループ及び連結子会社からな

る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査に

おける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理

に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし

てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる

十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、そ

の他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含ま

れておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、

通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過

程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払う

ことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると

判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤

謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算

書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要が

ある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務

の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類

に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、

監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する

と、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、

重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監

査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以

下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚

偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は

監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入

手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも

のではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手

続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行

われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう

か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連

結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計

算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表

明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査

証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連

結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に

関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関す

る指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の

実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監

査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に

関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考え

られる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場

合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る監査報告書

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2022年５月23日

株式会社アイロムグループ
取 締 役 会 御中

監査法人アヴァンティア

東京都千代田区
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 木 村 直 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 藤 田 憲 三

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 金 井 政 直

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アイロムグ

ループの2021年４月１日から2022年３月31日までの第25期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査にお
ける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理
上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、そ

の他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その
他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれ

ておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通
読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で
得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要
な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると
判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必
要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等

を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある
場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に

不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、
監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、
計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要
性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監
査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以
下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚
偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は
監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続
を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行
われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる
ような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算
書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の

実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監
査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に

関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考え
られる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場
合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2021年４月1日から2022年３月31日までの第25期事業年度に

おける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき

以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関

する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制(内部統

制)について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に

報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法

で監査を実施しました。

(1) 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制

部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調

査しました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び

情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

(2) 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月

28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応

じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及

びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③ 内部統制に関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい

ても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

2022年５月24日

株式会社アイロムグループ 監査等委員会

監査等委員 桑 原 秀 次 ㊞

監査等委員 佐々木 秀 次 ㊞

監査等委員 髙 橋 壮 志 ㊞

(注)監査等委員佐々木秀次及び髙橋壮志は、会社法第２条第15号及び第331条第６
項に規定する社外取締役であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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ガソリン
スタンド ベルサール

半蔵門

半蔵門ビル

麹町１丁目
３番地ビル
麹町１丁目
３番地ビル ワコール麹町ビル

コンビニエンスストア

TOKYO FM

ホール

半
蔵
濠

半
蔵
門
駅

半
蔵
門
線

半
蔵
門
線

麹町１丁目

麹町警察署前

半蔵門

半
蔵
門
駅
１
番
出
口

新宿通り

株主総会会場

グランドアーク
半蔵門

株主総会会場

グランドアーク
半蔵門

麹
町
署

株主総会会場ご案内図

東京都千代田区隼町１番１号

ホテル グランドアーク半蔵門 ３階 「華の間」

電話：０３－３２８８－０１１１

●東京メトロ半蔵門線 半蔵門駅（１番出口）より徒歩２分

●東京メトロ有楽町線 麹町駅 （１番出口）より徒歩７分

【ご来場自粛のお願い】

多くの株主の皆さまが集まる株主総会は、新型コロナウイ
ルス感染症の集団感染リスクがあります。健康状態に関わ
らず当日のご来場をお控えいただき、郵送又はインターネ
ット等により事前に議決権を行使くださいますようお願い
申し上げます。
また、株主総会会場において、感染防止のためのご協力を
お願いする場合がございますので、ご理解賜りますようお
願い申し上げます。
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